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研究成果の概要（和文）：本研究では、「キャラクター・ストレングス（character strengths、以下CS）」、
即ち、「人の道徳的性質を定義づける、心理的プロセスまたはメカニズム」と説明される、ポジティブ心理学の
特性研究における中核概念に焦点を当てた。特に、大規模な危機的状況下におけるCSの集合的変容ならびに平常
時におけるCSの個人的変容について考察した。
共に有意差の認められる結果を得、CSの活性化による心理学的レジリエンスの強化モデルを解明する糸口を掴ん
だものの、前者は危機的状況の質の違いを踏まえたさらなるCS考察への課題を、後者はCSの包括的検討への課題
を残す結果となった。

研究成果の概要（英文）：Character strengths can be described as “the psychological processes or 
mechanisms that define the virtues” (Peterson & Seligman, 2004; Park & Peterson, 2006).  Our focus 
was to analyze the core concept of positive traits by observing how character strengths change 
collectively under a large-scale event as well as on an individual level on a daily basis.
We observed a significant change in both cases, from before to after the large-scale crisis which 
occurred in 2011 in Japan as well as from before to after the character strengths intervention in an
 ordinary setting.  As a result, we got some clues to elucidate a model to build psychological 
resilience by activating character strengths.  However, both cases need further discussion in order 
to clarify how a change of character strengths varies according to different types of crises and 
also how all 24 character strengths work for a change comprehensively.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
CSに関する学術研究は、そのほとんどが個人におけるCSの変容に注目したものである。本研究では、2011年の東
日本大震災・福島原発事故の前後で、CSを測定するオンライン版質問紙に回答した1,830人分のデータという貴
重なリソースを活用することで、CSの集合的な変容を分析するという課題に取り組んだ。
大規模な危機的状況下における人々の変化に関する叙述には、病理学的変化を中心とするものが多い。ただ、現
実には、病理学的変化を上回る割合で、思考や感情、行動において、ポジティブな適応を示す場合が多い。本研
究では、具体的にCSの変容を解明することで、ポジティブな適応の実態を示すことを意図した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) CS は多様な分野で議論されているテーマであり、ポジティブ心理学においても、ここ数年
で、定義の開きが出てきた。本研究では、初期のポジティブ心理学を形成した考え方である、人
間のポジティブな特性や気質の一部である「よき人格(good character)」を複層的に構成する道
徳的要素としての CSに注目した。 
 
(2) 心理学的レジリエンス（当初は「危機耐性」と定義を限定した）の強化に作用する CS の特
定については、研究開始当時、先行研究が存在していなかった。また、心理学的レジリエンスを
CS の集合的変容の観点から考察する研究についても同様であった。 
 
２．研究の目的 
(1) 大規模な危機的状況下における CSの集合的変容に関する調査。 
 
(2) 日常的な危機的状況下ならびに平常時における CS の個人的変容に関する調査。 
 
(3) CS の活性化を目的とする介入効果の検証。 
 
(4) 心理学的レジリエンスの強化に作用する CS を特定した上で、CS の活性化によるレジリエ
ンス強化モデルを検討。 
 
３．研究の方法 
(1) 大規模な危機的状況下における CS の集合的変容に関する調査に必要なデータ解析（デー
タについては本研究開始以前に収集済み）。データ解析法については、CS が集合的に有意な変容
を遂げると結論付けた Peterson & Seligman (2003)による先行研究に拠る。 
 
(2) 平常時における CS の個人的変容に関する調査に必要なデータ収集及び解析（当初計画し
ていた、日常的な危機的状況下における CS の個人的変容に関する調査については、調査対象の
事情変更により断念）。 
 
(3) CS の活性化を目的とする介入効果の検証のために、特定の CS を一モジュールとして組み
込んだレジリエンス強化プログラムを用いた研修を実施。 
 
４．研究成果 
以下の経緯を踏まえ、CS の実践的活用を通して CSを活性化することによる心理学的レジリエン
スの強化モデルを解明する糸口を掴んだ。 
 
(1) 2011 年 3 月に発生した東日本大震災・福島原発事故を経験した前後(1 ヶ月間と 2 ヶ月間
でそれぞれ検証)で、当時、ペンシルベニア大学の Authentic Happiness ウェブサイト
（www.authentichappiness.sas.upenn.edu ※リニューアル前のバージョンを使用）に掲載の
VIA-IS 日本語オンライン版に回答した 1,830 人分のデータを統計的に検定した結果、CS の集合
的変容として有意差が認められた。当該結果については、本年中に論文を発表する予定である。
ただし、本研究の調査対象は、2001 年 9 月に発生した米国の同時多発テロ事件を対象とした先
行研究である Peterson & Seligman (2003)による CSの集合的変容に関する結果とは必然的に性
質を異にするため、危機的状況の質の違いを踏まえたさらなる CS 考察への課題を残している。 
 
(2) 特定の CS を一モジュールとして組み込んだレジリエンス強化プログラムを用いた研修を、
2016 年 6 月から 2017 年 11 月までの間、断続的に、計 963 名の社会人を対象に東京都内で実施
した。CS の特定については、質問項目数ならびに回答形式の都合上、VIA-IS 日本語オンライン
版ではなく、調査対象の社会人にとってより適切と判断された、VIA-IS を基に米国で開発され
た別の質問紙を使用した。同質問紙の日本語版作成ならびに一連の研修における CS の介入効果
についても、本年中に論文を発表する予定である。ただし、研修においては、VIA-IS に基づく
CSの 24 項目から数項目を抽出した形の質問紙を使用したため、当初計画していたような、CSの
24 全項目については、心理学的レジリエンスとの関連性を調査するには至らず、上記(1)と同様
に、CSの包括的検討への課題を残す結果となった。 
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